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概要

本稿は、2024 年夏以降の米価格急騰が家計に与えた影響を、スキャナーデータ
（SRI+）と家計調査個票を用いて検証する。まず SRI+から容量単価指数（UVPI）
と時間ダミー・ヘドニック（TDH）指数を作成し、価格上昇が価格帯別に進行し分
布も変化すること、また指数の選択が上昇局面の評価を左右し得ることを示す。次に
家計調査に基づき AIDS/QUAIDS 需要体系を属性別に推計し、米の自己価格弾力
性が相対的に小さく、他主食への代替も限定的であることを確認する。さらに米価格
のみを高騰後水準に置き換える反実仮想により補償変分（CV）を推計し、負担が属
性によって分布し低所得層ほど相対的に大きい可能性を示す。
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1 Introduction
2024 年の夏、日本の米価格は急騰し、2024 年の秋以降には深刻な社会問題となった。
図 1は総務省による消費者物価指数を 2022年 1月を 1に基準化し、いくつかの食料品の
価格推移を示している。2022年 1月と比較して、2023年から 2024年夏ごろまでは、米
と比較してパンの相対価格が上昇しており、2024年 7月 10日付の日経MJ流通新聞では
「コメは値上げの影響により販売金額が伸長しただけでなく、需要が底堅かった。小麦を
原材料とするパンや麺類といった他の主食の値上げは 22年ごろから続いており、相対的
にコメの割安感が出た」とする市場関係者の意見を紹介している。しかし、図でみるよう
に米価格は夏以降急騰し、他の主食系商品との相対価格は一変した。2024年の末になる
と、米価格上昇や米不足が頻繁に報道されるようになり、2025年 2月では、2022年 1月
に比べてほぼ倍増している。

図 1 消費者物価指数（CPI)

データ出所）総務省『消費者物価指数』より作成

米は日本においては、TPP（環太平洋パートナーシップ協定）における「全品目関税撤
廃」の例外として扱われるなど、他の食料品とは異なる扱いを受けている*1。表 1は総務
省統計局による消費者物価指数のウェイトから、日本の代表的家計の米の各種支出割合の

*1 昭和における食糧管理制度下での米に対する政策に関しては崎浦 (1984)が詳しい。
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推移を示している。消費支出に占める食料支出割合、いわゆるエンゲル係数は 1960年の
43%から 2020年の 25%まで低下していることがまず目につく。食料支出に占める米の
割合は、1960年では約 20%であったのが、2020年ではほぼ 1/10に、食パンよりはやや
高い水準にまで低下している。とはいえ、米が現在でも家計にとり重要な商品アイテムで
あることに違いはない。
図 2 は総務省家計調査の調査票データから作成した、等価消費五分位別家計の、食料
支出に占める米比率の時系列の変化を示したものである*2。米は総食料消費支出が高い
ほど、その支出割合は少ない、すなわち総食料消費支出に関しては下級財となっており、
2022年と 2023年ではほぼ同じ曲線となっているが、価格格の上昇に伴い米の支出割合は
五分位全てで増加し、特に 2025年になってからは、消費の少ない家計では、米への消費
支出割合は 30%程度増加している。これは、近年の米の価格上昇が、低所得家計に対し
特に大きな影響を与えた可能性を示唆している。では、2024年夏以降の米価格の上昇は、
日本のどのような家計に、どのような影響を与えたのだろうか。その価格上昇により家計
厚生はどの程度変化したのだろうか。
本研究は、2024年以降の米価格の上昇を、まず (1) スキャナーデータを用いたヘドニッ
ク推計で米価格上昇の特徴を把握し、次に (2)家計調査の個票データを用いて、家計属性
別に需要システムを推計し、米の価格上昇が引き起こした厚生の変化を計測する。結論を
先取りすると、第一に、SRI+スキャナーデータによれば、2024年夏以降の米価上昇は平
均価格の上昇にとどまらず、価格帯によって上昇のタイミングが異なり、価格分布そのも
のが変化していた。第二に、容量単価に基づく UVPIは CPIより上昇開始が早く水準も
高い一方、ピーク後に低下する局面も観測され、価格指数の選択が「米価高騰」の評価を
左右し得る。第三に、家計調査に基づく需要体系推計では、米は自己価格弾力性が相対的
に小さく、パン・麺類への代替も大きくはないため、価格上昇は家計が行動で相殺しにく
い負担となり得る。最後に、反実仮想による補償変分（CV）の推計から、影響は属性に
よって分布を持ち、低所得層ほど相対的に大きい可能性を示唆している。

*2 等価消費は OECDのModified equivalence scaleを用いている。詳しくは第 3節を参照せよ。
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表 1 東京都における米・食パンの消費割合の推移

年 食料支出 穀類 食料支出に占める米 食料支出に占める食パン
1960 0.4306 0.1077 0.1907 0.0334
1985 0.3088 0.0310 0.0583 0.0149
2020 0.2529 0.0182 0.0190 0.0123

出典) 消費者物価指数基準改定資料集成

図 2 等価消費カテゴリー別・米/食料

データ出所）総務省『家計調査』の調査票データより作成
注）5つの等価消費カテゴリーは、(消費支出＋持家の帰属家賃)/OECD-modified equivalence scaleの値か
ら計算。持家の帰属家賃は筆者らによる独自推計値。2025年は 1月および 2カ月のデータのみ利用可能である
ため、5分位を計算する際は、2024年のデータと合わせて計算。

米に関する日本の先行研究は多いが、需要サイドの研究は決して多くない。日本におい
て Almost Ideal Demand System (AIDS)を用いた需要システム分析の草分けである澤
田 (1981)は、家計調査を用いた米需要の推定を行っているが、その自己価格弾力性が理
論予測とあわなかった、として自己価格弾力性の値を報告していない。Nganga (2005)な
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ど、AIDS を用いた分析のほとんどは米やパン等を穀類に集計した分析となっている*3。
米を含む需要システムの推計を行い、日本における米とパンや麺類との代替性を計測し
た先行研究としては、松田 (2001a)と Chern et al. (2002)がある。前者は 1965年から
1998年までの総務省家計調査のマクロデータを用い、米の自己価格弾力性が正から負に
変化するなど、大きな構造変化が 1970年代後半に生じたこと、米とパンの間の価格弾力
性が 0.2と非常に大きいことを報告している。後者は同じく家計調査の、しかし 1997年
の個票データを用いて AIDSの推計を行っている*4。松田 (2001a)と異なり米とパンの間
の代替はほぼゼロであるが、米の非補償自己価格弾力性は-1.736(補償弾力性は-1.650)と
大きな値であることを報告している*5。
本論文では、2022 年 1 月から 2025 年 2 月までの家計調査の個票データを用いて、米
やパンなど、主食系食品の需要システムの推計を行う。個票データを用いることの、マク
ロデータに対する利点の一つは、家計間、あるいは家計属性間の違いを考慮することがで
きることにある。図 3-図 6は、総務省家計調査の公表データから作成した、二人以上世帯
の、世帯主の年齢階層別の米への支出金額、数量、平均価格および 100世帯当たり購入頻
度の推移を示したものである*6。明らかに、米への支出は年齢と共に増加しており、小野,
山本, and 大浦 (2012)の結果と整合的である。また、2024年夏以降の米価格の上昇とほ
ぼ同じタイミングで、全年齢階層で米への支出が一年弱で 2倍程度増加している。図 3か
らわかるもう一つの特徴は、40代以上家計では 10月に米への支出が著しく増加し、特に
70世代以上家計ではこの季節性変動が顕著であるのに対し、30代および 20代家計では
季節性変動が観察されないことである。10月は新米が登場するタイミングであり、新米へ
の選好が年齢間で顕著に異なることを強く示唆している。

2024年夏以降、米価格の上昇に伴い、米への支出は全家計属性で増加していた。それ
では、実質的な米への支出はどう変化していたのだろうか。家計調査には、米への支出額
のみならず、何キロの米を購入したか、という数量情報も記録されている。図 4は世帯主
年齢階級別の米の購入数量の推移を示している。図 3同様、中・高齢家計には強い季節性

*3 日本の農業経済分野における需要システム分析の歴史に関しては松田 (2001b)が詳しい。
*4 Chern et al. (2002)は、ヘックマンの逆ミルズ比を用いることで米やパンへの支出がゼロの世帯が存在
するセンサリングの問題に対応している。

*5 二つの分析とも、AIDS分析において所得効果を作り出す変数として総食料支出を外生変数として扱い、
特に操作変数を用いていない。また、総食料支出のデフレーターであるトランスログ型価格指数を前者は
幾何パーシェ指数、後者は幾何ラスパイレス指数で近似している。この近似はMoschini (1995)が提案
したものであり、モデルが線形化することによる計算の容易化と同時に、推定結果が財の計測単位への依
存という問題を回避可能であることが知られている。

*6 公表データにもとづいており、世帯構成や年収などの、年齢以外の家計属性をコントロールしていないこ
とには注意する必要がある。
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変動があるのに対し、若年層では購入数量に季節性変動は観察されない。しかし、この図
で注目すべきは、2024年夏以降の米価格急騰後も、米の購入数量に大きな変化が見られ
ないことである。長期的には米の購入数量はゆるやかな減少トレンドを有しているように
見えるが、米価格上昇がそのトレンドに大きな影響を与えていないように見られる。

図 3 米の支出金額

データ出所）総務省『家計調査』の公表データより作成

図 4 米の購入数量

データ出所）総務省『家計調査』の公表データより作成
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図 5 米の平均価格

データ出所）総務省『家計調査』の公表データより作成

図 6 米の購入頻度（100世帯当たり）

データ出所）総務省『家計調査』の公表データより作成

家計調査では、各品目に対する購入行動の有無を集計した購入頻度のデータも公開され
ている。米の購入頻度の推移を図 6で示すと、若年層ほど米の購入頻度が少なく、70代家
計に比べると 20-30代家計の米の購入頻度は半分程度にとどまっていることがわかる。例
えば、ある家計属性グループの 100世帯当たりの一か月間の購入頻度が 50であれば、そ
の家計属性集団では、平均的に月に 0.5回米を購入している、すなわち半数の世帯はその
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商品を購入しておらず、その支出がゼロであることを意味する。ゼロ支出は個票データを
用いると頻繁に生じる現象であるが、構造モデルの推計を著しく困難にさせる*7。
本論文では、Deaton and Muellbauer (1980) による AIDS および Banks, Blundell,

and Lewbel (1997)による QUAIDSが Price Independt Generalized Linear (PIGL)モ
デルであり、集計可能性を有していることを活用し、かつ年齢間で米への支出パターンが
著しく異なることを考慮した推計を行う。具体的には、個票データから多数の家計属性集
団を作成し、個票データから対数支出やその二乗などを計算することで集計問題を回避
しつつ、家計属性間のパラメターの違いを考慮した推計を行う。家計集団を一ユニット
として扱うことで、事実上ゼロ支出の問題が生じなくなる。また、価格指数として幾何
パーシェなどの近似計算ではなく、トランスログ型価格指数を用い、Blundell and Robin
(1999)および Lecocq and Robin (2015)による反復法を用いて非線形モデルの推計を行
う。さらに、米価格の急騰による食料支出および穀類支出総額の上昇という内生性が生じ
る可能性を考え、世帯所得等を操作変数とした推計を Blundell and Robin (1999)に従い
行う。
まずスキャナーデータを用いた分析では、(1)単価の低い商品と高い商品では、今回の
米価格高騰期において価格上昇パターンが異なり、単価の低い商品の方が価格上昇率が高
く、結果として単価の分散が低下したこと、(2)しかし、米の属性をコントロールしたヘ
ドニック推計では、単価の水準によらず、米の全般的な動きは消費者物価指数 (CPI)と大
きな相違が生じないこと、がわかった。すなわち、スキャナーデータを用いた物価指数と、
公式 CPIとの乖離は大きくない。次に、家計調査を用いた分析では、(1)米の自己価格弾
力性は小さく、パンや麺類との代替効果も小さい。一方パンや麺類の自己価格弾力性や他
の穀類との価格弾力性は大きく、米がパンや麺と大きく異なる特徴を有すること、(2)米
の価格に関する補償変分は家計属性間で大きく異なり、米価格上昇の影響をほとんど受け

*7 個票データを用いた AIDS（QUAIDS）の推計では、観測期間内に購入がなく支出がゼロとなる品目が
生じることは少なくない。ゼロ支出か正の支出かを区別せずにデータをプールして推計すると、内点解を
仮定する AIDS等の需要モデルの仮定と齟齬が生じるため、ゼロ支出の影響を考慮した研究が多数報告
されている。日本では Chern et al. (2002)が、Heckman型の 2段階推定によりゼロ支出を補正して需
要体系を推計しているが、背後の構造モデルとの関係は明確であるとは言えない。ゼロ支出を効用最大化
におけるコーナー解として構造的に扱うには、Wales and Woodland (1983) のようにKuhn –Tucker
条件を含むモデルを用い、消費パターン（ゼロ/非ゼロ）の確率を含む完全情報尤度を推定する必要があ
るが、これは計算負荷が極めて大きい。これに対し、Shonkwiler and Yen (1999)は、参加確率と条件
付き需要式を組み合わせてゼロを含む需要体系の無条件平均を推定する 2段階手法を提案しているが、こ
の種の 2段階法では、Kuhn – Tucker条件を用いたモデルほど厳密に最適化条件を反映させることは難
しく、また AIDS/QUAIDSにおける価格指数の扱いや総支出の潜在的内生性を同時に組み込むことも
容易ではない。
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ていない家計と、その五倍以上の影響を受けている家計まで幅広く分散していること、と
いう結果になった。米への支出を購入数量で割って得られる米の単価は図 5で報告してい
るが、米の購入単価の推移に関しては、特に季節性変動も家計年齢間での違いは観察され
ず、またその平均的な動きは図 1とほぼ同じである。

2 SRI+データを用いた分析
この節では、POSデータ（SRI+）を用いて米の物価指数を推定する。POSデータを
用いた物価推定の方法の一つとして容量単価指数（Unit Value Price Index; UVPI）を
用いることもできるが、カテゴリーレベルの容量単価指数には幾つかの問題点が指摘で
きる。一つ目は、個々の商品の品質改善を価格変動から除去できないという問題である。
UVPIでは商品間の品質を同質として加算してしまうためである。二つ目は容量差による
価格付けの変化を無視してしまう点である。商品価格は一般に、商品容量が多いほど高い
が、容量当たりの価格は低くなる傾向がある。従って、容量の多い商品を購入する傾向が
強まれば、容量単価は低下してしまう。3つ目に、短期間の販促のバーゲンセールの問題
がある。小売店は時折、店舗への来店者を増やす目的で、大幅な値引きを行った目玉商品
を設定するバーゲンセールを行う。特売では値下げした商品の販売数量が大きくなり、店
舗の売上拡大の目的による値下げをカテゴリーの物価指数の低下として計測してしまう恐
れがある。容量単価指数はカテゴリーの物価を計測する手法として簡便で取扱い易いが、
上記の様な問題点もある。そこで、一つの代替的手段として時間ダミーヘドニック（Time
Dummy Hedonic; TDH）法を用いて米の物価指数を推定する。TDH推定では、商品属
性の違いによる価格差、容量差の価格への効果をコントロールし、短期的な特売などによ
る価格への影響を除去した形で価格の共通成分を物価変動として推定することができると
いう強みを持つ。

2.1 データの説明

UVPI、及び、TDH推定に用いるデータはインテージ社の SRI+の米の販売データで
ある。対象期間は 2017年 1月から 2025年 6月までの 102ヵ月間である。SRI+は週次
の店舗販売の商品別の売上金額、数量の記録であるが、各週の初日（月曜日）が属する月
を用いて、月次データに集計している。小売店形態の中には、スーパーマーケット、コン
ビニエンスストア、ドラッグストア等があるが、ここでは店舗数が多く、販売シェアも
大きいスーパーマーケットの販売記録に限定している。スーパーマーケットは新規店舗
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や閉店間際の店舗では価格付けの傾向が異なることが観察されることから、102ヵ月間常
に生存した店舗（1,127店舗）に限定している。店舗ごとの販促行動による商品価格変動
を避けるために、商品価格は都道府県ごとに集計している。商品は JANコード（日本版
UPCコード）で識別しており、同一の JANコードの他商品への使いまわしがある際には
別商品として扱っている（商品数は 4,275）。パネルデータを作成する際には都道府県コー
ド ×JAN コードで商品 id を作成している（商品 id 数は 15,366）。米の各商品の容量は
SRI+にはないため、商品名の情報から筆者らが作成した。この様にして作成したパネル
データセットの記述統計を表 2に示す。

表 2 SRI+による米販売記録のパネルサマリー

注) pariceと salesの単位は円、volumeの単位はグラムである
出所）インテージ社「SRI+」より作成

商品 id（都道府県コード ×JANコード）を i、販売時点を tとすると、商品のタグ価格
pi.t を 1商品あたりの容量 vi で割ることで、容量単価 UV Pi,t を計算することができる。

UV Pi,t =
pi.t
vi

図 7に容量単価のパーセンタイルの推移を示す。米価格の上昇が始まった 2024年半ば
から末にかけては単価の安い米の上昇率が相対的に高く、5パーセンタイルと 95パーセ
ンタイルの容量単価の幅が縮小したが、2025年に入って以降は単価の高い米の価格上昇
も始まっている。2024年秋の米不足は単価の安い米から始まって、次第に全価格帯の米
にも広がっていったことが推察できる。
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図 7 米の容量単価のパーセンタイルの推移

出所）インテージ社「SRI+」より作成

図 8に容量単価の標準偏差と歪度の推移を示す。標準偏差の推移を見ると、2024年の
駒価格上昇開始時には、標準偏差が縮小して低価格帯の米単価が上昇して、米単価の散ら
ばりが縮小したことを示している。歪度の推移を見ると、季節的な歪度の上昇要因を除く
と、2024年秋から 2025年初めの米価格高騰時に歪度が低下し、その後上昇（高価格帯の
すそ野が伸びる）に転じていることがわかる。

2.2 Unit Value Price と Hedonic 推計

UVPIは先に定義した商品 iの容量単価を 1商品当たりの容量と販売数量の積をウェイ
トに用いて加重平均した「集計された容量単価」を基準時点を定めて指数化したものであ
る。t期の財の種類数を Nt とするとき、t期の集計された容量単価（UV Pt）は以下の様
に計算される。
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図 8 米の容量単価の標準偏差と歪度の推移

出所）インテージ社「SRI+」より作成

UV Pt =

Nt∑
i=1

(
viqi,t∑Nt

i 1 viqi,t
× UV Pi,t

)
=

∑Nt

i 1 pi,tqi,t∑Nt

i 1 viqi,t
. (1)

従って、0期を基準期とするとき、t期の容量単価指数は以下の通りである。

UV PIt =
UV Pt

UV P0

計算式から分かる通り、UVPIは t期における販売金額合計を「容量 ×数量」の合計で
割ったものを指数化したに過ぎない。商品の容量当たりの質の変化や、商品構成の変化、
価格の共通成分と独自成分の違いなどの要素は考慮されていない。

SRI+ の POS データによる米の販売額と容量及び数量の記録から計算した日本の
UVPIの動きと、総務省の公式消費者物価指数（CPI）の動きを図 9に示す。公式の CPI
は全国と東京の米の価格指数を示している。両者の動きには大きな違いはないが、UVPI
とは違いが見て取れる。第 1 に、CPI に比べて、UVPI は指数の上昇が早い時期から始
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まっており、米価高騰時の指数の水準も高い。第 2に、UVPIは 2025年 4月にピークを
付けてその後低下する動きを示しているが、CPIでは同時期に上昇傾向が継続している。

図 9 米の UVPIと公式 CPIの比較

出所）総務省『消費者物価指数』、インテージ社「SRI+」より作成

POSデータから物価変動を計測するもう一つの方法として、TDH推定がある。価格変
動の共通成分を商品容量、商品の属性情報をコントロールした時間成分（Time Factor）
として推定する方法である。Xi を商品 iの属性情報のベクトル、β を属性変数の係数ベ
クトルとするとき、以下の式を推定する。

ln pi,t = αt + βv ln vi +XT
i,tβ + ui,t

このとき、αt は価格変動の共通成分であり、物価変動であると考えることができる。容
量が拡大すると容量当たりの価格が低下する効果を捉えるなら、ln vi の 2次項か属性変
数との交差項が必要となるが、今回はこの効果は取り扱わない。α̂t を時間要因の推定値で
あるとすると、TDH推定による物価指数を PITDH と書くなら、次の様に計算すること
ができる。

PITDH
t =

α̂t

α̂0

14



TDH 推定に用いる時間ダミー、及び、属性変数としては、表 3 のダミー変数群を
用いる。属性変数として、無洗米ダミー（Washed Dummy）、ブランドダミー（Brand
Dummy）、その他属性ダミー（Other Dummy）、都道府県ダミー（Prefecture Dummy）
を SRI+の米の名前マスターから作成した。

表 3 TDH推定におけるダミー変数

出所）インテージ社「SRI+」より作成

2.3 UVPIと TDH推定式の関係

TDH推定と UVPIの関係を整理しておこう。TDH推定の式は以下の通りである。

15



ln pi,t = αt + βv ln vi +XT
i,tβ + ui,t

ここから、属性ダミー変数による価格への影響を取り除けば、属性コントロール後の価
格の式を得る。

ln pi,t = αt + βv ln vi + ui,t (2)

(2)式の両辺の指数をとると、

pi,t = eαt × vβv

i × eui,t.

この式を、UVPの計算式、つまり (1)式に代入すると、以下の UVPの分解式を導出
できる。

UV Pt =

Nt∑
i=1

(
viqi,t∑Nt

i 1 viqi,t
× pi,t

vi

)
=

Nt∑
i=1

(
viqi,t∑Nt

i 1 viqi,t
× eαtvβv

i eui,t

vi

)

= eαt

(∑Nt

i=1 v
βv

i qi,te
ui,t∑Nt

i 1 viqi,t

)
= eαt

(∑Nt

i=1 v
βv

i qi,t∑Nt

i 1 viqi,t

)(∑Nt

i=1 v
βv

i qi,te
ui,t∑Nt

i=1 v
βv

i qi,t

)
. (3)

(3)式において、以下の様に変数を定義する。

At = eαt,

Mt =

(∑Nt

i=1 v
βv

i qi,t∑Nt

i 1 viqi,t

)

St =

Nt∑
i=1

(
vβv

i qi,t∑Nt

i=1 v
βv

i qi,t

)
eui,t

At は米価格から容量と属性変数をコントロールした共通価格成分と解釈することができ
る（時間要因）。Mt は集計された容量単価に占める容量サイズの分布やサイズ・プレミア
ム (βv)によって変動する成分を表している（サイズ分布・ミックス要因）。St は誤差項の
指数値の加重平均とみなすことができる（Smearing要因）。

2.4 推計結果

TDH推定では、コントロール変数群に用いる属性ダミー変数を変えた 5つのモデルを
用いた。被説明変数は商品のタグ価格の対数値であり、説明変数は商品容量の対数値と属
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性変数ダミー群である。モデル (1)から (5)の推定結果表を表 4に示す。いずれの推定モ
デルにおいても、価格の容量弾力性は 0.7弱で安定して推定されている。

表 4 TDH推定の結果

出所）インテージ社「SRI+」のデータを用いて筆者推定、作成

TDH 推定により推定された時間要因の指数（PITDH
t = α̂t

α̂0
）を図 10 に示す。モデ

ル 1からモデル 5で推定された時間要因指数は非常に似通った動きを示している。また、
UVPIで観察された 2025年前半の急上昇とその後の低下も観察されず、公式 CPIの米価
格指数の動きに非常に近い。POSデータの価格について容量や属性変数をコントロール
し、また、特売等の独自要因を除去した米価格の共通要因は公式 CPIで調査されている
の米の代表的銘柄の価格の動きに近づくことが示された。

TDH推定の結果を用いた UVPIの分解についても、結果を見ておこう。(3)の式を基
準期の式で割ると以下の式を得る。

UV PIt =
UV Pt

UV P0
=

At

A0

Mt

M0

St

S0

この式の両辺の対数をとれば、基準時からの容量単価指数の上昇率について分解の近似式
を得ることができる。

ln(UV PIt) = (lnAt − lnA0) + (lnMt − lnM0) + (lnSt − lnS0).
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図 10 TDH推定による時間要因の推定結果

出所）インテージ社「SRI+」のデータを用いて筆者推定、作成

図 11と図 12に TDP推定のモデル 1及びモデル 5による容量単価指数の基準時からの
上昇率についての分解の結果を示す。モデル 1、モデル 5共に、容量単価指数の主要な上昇
要因が時間成分（lnAt− lnA0）であること、サイズ分布・ミックス成分（lnMt− lnM0）
が小幅ながら上昇に寄与していること、2024年半ば以降の価格急上昇と 2025年 4月以降
の容量単価の下落に Smearing成分（lnSt − lnS0）が影響していることが観察される。
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図 11 TDH推定による UVPIの分解 (モデル 1)

図 12 TDH推定による UVPIの分解 (モデル 5)

出所）インテージ社「SRI+」のデータを用いて筆者推定、作成
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3 家計調査に基づく需要システムの推計
本節では、米の急激な価格上昇をふまえ、以下 2つの点を検証する。1つ目は、米の価格
が上昇している一方、図 4が示すように、米の購入数量が減少していない理由は何か、と
いうものである。2つ目は、米の価格上昇以前の家計の効用水準を達成するために必要な
金額、すなわち、「補償変分 (CV, Compensating Variation)」を推計した上で、昨今の米
価格上昇は家計属性により異なる影響を及ぼしているのか否か、というものである。具体
的には、米を含む 4つの主食カテゴリーに着目し、Deaton and Muellbauer (1980)によ
る AIDS(Almost Ideal Demand System) および Banks, Blundell, and Lewbel (1997)
による拡張である QUAIDSの推計を通じ、家計属性別の自己・交差価格弾力性および補
償変分を推計する。なお、4つの主食カテゴリーは、「米」、「パン」、「麺類」、「主食的調理
食品」であり、それぞれのカテゴリーを構成する品目は表 5 の通りである。

表 5 『家計調査』における主食 4品目

出所）総務省「家計調査　収支項目分類一覧（2020年（令和 2年）1月改定）」より抜粋作成

推計する需要システムは、(4)式で記述される。変数の定義は以下の通りである。

i = {米,パン,麺類,主食的調理食品}
wi：カテゴリー i の支出金額シェア
pi：カテゴリー i の価格情報
x：支出金額合計（OECD-equivalence scaleによる等価値）

wi = αi +

4∑
j=1

γij ln pj + βi ln
(

x

a(p)

)
+

λi

B(p)

[
ln
(

x

a(p)

)]2
, (4)

ln a(p) = α0 +

4∑
i=1

αi ln pi +
1

2

4∑
i=1

4∑
j=1

γij ln pi ln pj, (5)
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B(p) = exp

(
4∑

i=1

βi ln pi

)
.

なお、パラメターに課される制約は以下の通りである。

4∑
i=1

αi = 1,
4∑

i=1

βi = 0,
4∑

i=1

γij = 0,
4∑

i=1

λi = 0.　(加法性)

4∑
j=1

γij = 0 ∀i　(同次性）

γij = γji　(対称性）

3.1 使用データ

(4)式および (5)式を推計する際、各主食カテゴリーの支出シェア wi、および価格情報
pi の 2つが最低限必要な情報である。はじめに、支出データに関するデータについて説明
し、続いて価格情報に関連する使用データについて説明する。

3.1.1 支出シェア
本稿では『家計調査（総務省）』の調査票情報を用いる。分析期間は、2022 年 1 月か
ら 2025年 2月とする。2022年以降を分析対象とすることで、2019年末以降に拡大した
COVID-19の感染拡大期を分析から切り離すことを意図している。言い換えれば、感染症
の拡大による生活変化、例えば、リモートワークの普及や学校の休校等により、価格以外
の要因が人々の消費行動に大きく影響した期間を分析から取り除く。また、これ以降の分
析では、『家計調査』のうち二人以上世帯のみを対象とする*8。表 6に家計属性に関する
基本統計量を示す*9。これ以降の分析では、世帯年収、消費支出、主食への支出総額のそ
れぞれについて、上下 0.25％の家計は分析から除き、分析対象とするサンプルサイズは
272,422である。世帯年収の平均値は 614万円、1か月あたりの消費支出の平均値は 28.4

*8『家計調査』において、購入数量の調査は二人以上世帯のみであり、単身世帯では調査されていない。次
節で説明する通り、家計属性別の米の単価を算出する際には、支出金額のみならず購入数量に関する情報
が必要となる。

*9『家計調査』における調査期間は 6カ月であるが、本研究では家計のパネル化は行わず、1か月単位のク
ロスセクションデータとして取り扱う。
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万円、主食 4カテゴリーへの支出総額の平均値は 11,461円である。また、4つの主食カ
テゴリーのシェアの平均値は、米が 0.142、パンが 0.265、麺類は 0.163、最もシェアが大
きいのは主食的調理食品 (0.430)である。
詳細は後述するが、需要システムの推計を行う際の最小単位は、家計ではなく属性によ
り分割されたグループとする。グループの分割には、①年齢 (6カテゴリー)、②居住地域
(4ブロック)、③等価消費支出（5カテゴリー）の 3つの情報を使用する。世帯主年齢の
平均値は 60.4歳であり、10歳刻みの年齢カテゴリーで見た場合、70代の割合が最も多く
(22.8%)、最も少ないのは 39歳以下（10.9%）である。居住地域については、4つの地域
ブロック (東京都、関東 3県、近畿 3府県、その他の都道府県)に分割する*10。東京都に
該当する家計が 5.6%、関東 3県、近畿 3府県がぞれぞれ約 10%、残りの 74.5%がその他
の都道府県である。
次に、等価消費支出の計算方法は以下の通りである。『家計調査』の消費支出に、持家
の帰属家賃の推計値を足し合わせる*11。1 か月あたりの消費支出の平均値は 28.4 万円、
持家の帰属家賃の平均値は 63,914円であり、この合計値を OECD-modified equivalence
scaleで除し、等価消費支出を算出する*12。等価消費支出の平均値は 193,205円である。
①、②、③に基づき、272,422の回答世帯は 120（＝ 6×4×5）に分割される。ここで、①
年齢と③等価消費支出に着目し、家計の分布を確認したものが図 13である。前述した通
り、39歳以下と 80歳以上のグループは、他の年齢カテゴリーに比べサンプルサイズが小
さく、さらに、これらの年齢グループでは、等価消費が低い Iおよび IIの割合が高いとい
う特徴も観察される。反対に、50代、60代の年齢グループでは、等価消費が最も高い V
の割合が最も高い。
以上が、調査票データの個票レベルでの情報の概要である。これ以降では、年齢カテゴ
リー別、あるいは、120のグループ別の値に着目するが、グループ別の平均値等を計算す
る際には、総務省により提供された集計用乗率をウェイトとして用いる。図 14が、4つ
の主食カテゴリーの支出金額と支出シェアの集計用乗率による平均値の推移である。支出
金額の合計は上昇傾向にあり、2022年 1月の 10,257円から 2025年 2月の 12,456円へ
と 21.4％増加している。中でも米の支出金額の伸びが顕著であり、支出シェアは 2022年

*10 ここでの地域ブロックの定義は、総務省の『全国家計構造調査』における持家の帰属家賃の推計における
推計地域区分と同一とした。

*11 持家の帰属家賃の推計方法の詳細、および、公的統計との比較については、Abe and Inakura (2025)を
参照のこと。

*12 OECD-modified equivalence scaleの計算方法は次の通り。家計における 1人目の大人に 1.0、2人目
以降の 14歳以上の世帯員に 0.5、14歳未満の世帯員に 0.3を割り当てる。例えば、夫婦 2人、小学生 2
人の家計では 2.1(=1.0+0.5+0.3+0.3)となる。
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1月の 0.123から 2025年の 0.174まで 5.1％ポイント上昇している。

図 13 世帯の分布：年齢カテゴリー ×等価消費カテゴリー

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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図 14 支出金額とシェア：主食４品目

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注)集計用乗率による加重平均値
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表 6 『家計調査』の基本統計量

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）2022年 1月から 2025年 2月のデータを pool。各年における年間世帯収入、消費支出、主食 4品目の支
出金額の上下 0.25％は分析対象から除外する。
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3.1.2 価格情報
次に、価格情報として用いるデータセットについて説明する。「パン」、「麺類」、「主食
的調理食品」の価格情報は、総務省の『消費者物価指数（CPI)』の全国値を用いる。一
方、「米」については、以下にあげる 3つの異なるデータセットから価格情報を取得する。
1つ目は、総務省の消費者物価指数 (CPI)である。CPIの元となる『小売物価統計調査』
では、米（うるち米）の基本銘柄として「国内産、精米、単一原料米、袋入り (5kg入り）」
のコシヒカリ、あるいはコシヒカリ以外が指定されている。無論、消費者が購入する米に
は CPIの基本銘柄以外にも無数の選択肢があり、特に米の価格高騰時には、輸入米ある
いは、あらゆる容量の米に需要がシフトした可能性も高い。そこで、基本銘柄以外の米も
含む SRI+による米の単価指数を 2つ目の価格情報として使用する。3つの目の価格情報
は、『家計調査』から算出される米の購入単価であり、属性別の購入単価の相違にも着目
する。

CPIの推移を図 1から再度確認する。2022年 1月を 1とした場合、2025年 2月時点の
総合指数は 1.10、食料の指数は総合指数を大きく上回り、1.22まで上昇している。本稿が
分析対象とする 4つのカテゴリーについては、パン、麺類の価格上昇が他の 2カテゴリー
に先行しており、2024年 8月以降の米の急上昇が顕著である。図 15の左側のグラフに、
『家計調査』の調査票データから計算した米の購入単価を示す。2022年 1月時点で 1kg当
たり 367 円であった購入単価は、2025 年 2 月時点で 750 円にまで上昇している。図 15
の右側のグラフが、CPI、SRI+、家計調査による米の価格の推移を比較したものである。
水準に若干の相違はあるものの、概ね同様の推移を示していることが確認できる。
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図 15 米の価格 (左：家計調査による単価, 右：CPI, SRI+, 家計調査の比較）

データ出所）CPI:総務省『消費者物価指数』、SRI+：インテージ社、家計調査：総務省『家計調査』調査票デー
タより作成。
注 1）『家計調査』による単価は、推計乗率による加重平均値
注 2) SRI＋は、表 4のmodel 5の推計結果を使用
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3.1.3 『家計調査』による家計属性別・米の購入単価
本節では、①年齢カテゴリー、②居住地域、③等価消費支出の属性に基づき分割された

120のグループ別に、月次の米の購入単価の推計を試みる。『家計調査』では、6カ月間の
調査期間のうち、はじめの 1か月間に購入数量の調査も実施される*13。すなわち、米の購
入金額を購入数量で除すことにより、家計単位の米の購入単価が計算可能である。表 7に
米の 1kg当たり単価の基本統計量を、図 16に単価のカーネル分布を示す。米の単価情報
が利用可能な世帯数は 18,335であり、これは全サンプルサイズの 6.7%に相当する*14。
属性別価格の計算方法として、120グループについて、月次の平均購入単価を用いる方
法も考えられる。しかしながら、十分なサンプルサイズを確保できないため、以下の回帰
式の係数推計値から、属性別の米の単価を推計する。推計に用いた変数の基本統計量を表
8に示す。

ln pa,r,ct = η0+
∑
t

ηtDt+
∑
t

∑
a

ηtaDtD
Age
a +

∑
t

∑
r

ηtr DtD
Region
r +

∑
t

∑
c

ηtcDtD
Cons
c

(6)
変数の定義は以下の通りである。

pa,r,ct ：属性 a, r, c、時点 t における米の購入単価
Dt：時点ダミー（2022年 1月から 2025年 2月までの 38か月）。時点 t に該当する場合

は 1、そうでなければ 0。
DAge

a ：6つの年齢カテゴリー a に対応するダミー変数
DRegion

r ：4つの地域ブロック r に対応するダミー変数
DCons

c ：5つの等価消費支出カテゴリー c に対応するダミー変数

図 17は、式 (6)の係数推計値から計算される米の購入単価について、2022年 1月およ
び 2025年 2月の 2時点の値を表している。属性により分割したグループは 120であり、
図の中には、120×2時点=240の棒グラフが描かれている。2022年 1月においては、同
一年齢カテゴリー、同一等価消費カテゴリーの中では、東京都の購入単価が他の地域ブ
ロックよりも高い、という特徴がある。2025年 2月には、すべての年齢カテゴリーにお

*13 食料の最小品目数 212のうち、数量調査が行われているのは 127品目である（2024年 1月調査）。
*14 米の数量を回答する世帯割合が全体の 6分の 1の世帯 (16.7%)を大きく下回る理由は、そもそも、世帯
が米を購入する平均的な頻度は月に 1回未満であること、また、一部の世帯が数量の回答を行っていない
ことも挙げられる。
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いて単価の推計値は上昇しているが、2022年 1月時点に観察された東京都における高い
単価という特徴は消滅している。以上をふまえ、『家計調査』を用いた属性別の米の単価
は、120グループ ×38か月=4,560の推計値を用いる。

120 のグループ別単価の 38 か月間の推移を観察することは視覚的に困難であるため、
以下のグラフでは、年齢、等価消費、地域ブロックの 3つの属性それぞれに着目し、分析
期間中の米の購入単価の推移を確認する。図 18は、推計乗率を用い 120のグループを 5
つの年齢カテゴリーに集計した際の推計単価の推移を示す。2022年 1月と 2025年 2月を
比較した場合、39歳以下の単価の上昇率 (2.19)および 80歳以上の上昇率（2.18）が顕著
である。次に、等価消費カテゴリー別に集計したものが図 19である。単価の上昇率が最
も高いのは等価消費グループの IV(2.17)、続いてグループ I(2.07)であり、最も上昇率が
低いのが上位 20％のグループ (V)である。最後に、地域ブロック別の単価の推移を図 20
に示す。図 17で確認した通り、2022年 1月に相対的に高い単価を示した東京都は、その
後の期間において上昇率が他地域を下回る結果となっている。

表 7 基本統計量：米の単価

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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図 16 米の単価の分布

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成

表 8 基本統計量：米の単価推計に使用した世帯

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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図 17 米の単価の推計値：年齢カテゴリー ×等価消費カテゴリー ×地域ブロック

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成

図 18 米の単価の推計値：年齢カテゴリー別

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）推計乗率による加重平均値
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図 19 米の単価の推計値：等価消費カテゴリー別

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）推計乗率による加重平均値

図 20 米の単価の推計値：地域ブロック別

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）推計乗率による加重平均値
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3.2 推計モデル

「米」、「パン」、「麺類」、「主食的調理食品」の 4 つの主食カテゴリーを対象に、(4) 式
および (5)式で記述される需要システムの推計を行う。推計に先立ち、これら主食カテゴ
リーの消費の特徴を再度確認し、推計の際に考慮すべき点を整理する。

1つ目は、家計単位の月次データを用いる際、米の支出金額がゼロである世帯が相当数
含まれる、という点である。図 6の 100世帯当たりの米の購入頻度が 100を下回ることか
らも、ゼロ支出の家計割合は無視できないレベルであることが推察できる。AIDSは非負
の消費量を想定しているため、理論の想定と使用データに乖離が生じることになる。よっ
て、これ以降の分析では、家計単位のデータを①年齢 (6カテゴリー)、②居住地域（4カ
テゴリー）、③等価消費（5カテゴリー）、により分割された 120グループに集計すること
で、ゼロ支出の問題を回避する*15。

2つ目は、米の支出パターンに観察される季節性の問題である。図 3では、毎年 9月と
10月に米の支出金額が上昇するパターンが確認できる。これらの月は多くの新米が店頭
に並ぶ時期であり、消費行動が別の期間と異なる可能性が高い。したがって、需要システ
ムの推計においては、新米が出回る時期のコントロールは必須であるといえる。なお、9
月および 10月のダミー変数以外に、地域ブロック、共働きダミーもコントロール変数と
して導入する。

3つ目は、主食の消費に関する年齢間の相違である。例えば、図 3においても、明らか
な季節性が確認できるのは、60代以降の家計である。季節性のみならず、支出金額のレベ
ルや、購入頻度（図 6）についても年齢間の差が大きい。これらをふまえ、需要システム
の推計は年齢カテゴリー別に行う。すなわち、所得弾力性や価格弾力性が年齢により異な
ることを許容する推計とする。

4つ目は、(4)式における xの内生性の問題である。本研究では、xとして 4つの主食
カテゴリーを合計した等価支出金額を用いる。ただし、xの上昇は分析期間中の主食カテ
ゴリーの価格上昇と同時決定となる可能性がある。そこで、家計所得および世帯人員数を
操作変数として用いることで、内生性の問題を回避する*16*17。
上記 4つの留意点をふまえ、需要システムの推計を行う。なお、(4)式において、λi = 0

*15 家計単位から属性別のグループに集約した場合においても、4560(=120グループ ×38か月)のデータの
うち、米の支出がゼロであるデータが７つ存在した。これらのデータは分析から除外している。

*16 IVを用いた AIDSおよびQUAIDS推計は、Lecocq and Robin (2015)による STATAコマンドであ
る aidsillsを使用している。

*17 ここでの家計所得は、過去 1年間の税込みの世帯収入である。
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のケースが AIDS、λi 6= 0が QUAIDSに該当する。また、前節で説明した通り、米の価
格情報については、CPI、SRI+、属性別・単価の３つを使用する。以上より、推計モデル
の Specificationの一覧を表 9に示す。Spec.1と Spec.2では、AIDSと QUAIDSの比較
を行う。Spec.2と Spec.3により、内生性への対処が推計結果にどの程度影響するかを確
認する。Spec.3から Spec.5では、使用する米の価格情報の違いに着目する。属性別に集
計した使用データの基本統計量は表 10の通りである。

表 9 推計モデルの Specification

Spec. AIDS/QUAIDS 米の価格情報 xの内生性への対処
1 AIDS CPI -
2 QUAIDS CPI -
3 QUAIDS CPI IV
4 QUAIDS SRI+ IV
5 QUAIDS 属性別・単価 IV

表 10 集計データの基本統計量

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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3.3 推計結果

3.3.1 支出弾力性および価格弾力性
本節では、支出弾力性 (ei)、非補償価格弾力性 (Uncompensated Price Elasticity, eUij)、
補償価格弾力性 (Compensated Price Elasticity, eCij)の推計結果を示す。前節で述べた通
り、推計には新米月ダミー、地域ブロック、共働きダミーも導入する。これらの変数を Zk

で表すと、物価指数を表す (5)式は、以下の (7)式となる*18。

ln a(p) = α0 +
∑

αi ln pi +
1

2

∑∑
γij ln pi ln pj +

∑∑
ηki Zk ln pi (7)

Banks, Blundell, and Lewbel (1997)に従い、所得弾力性を (8)式、非補償価格弾力性
を (9)式、補償価格弾力性を (10)式で求める。なお、λi = 0により、AIDS推計におけ
る弾力性の推計値となる。

µi ≡
∂wi

∂ lnx
= βi +

2λi

B(p) (lnx− ln a(p))

µij ≡
∂wi

∂ ln pj
= γij − µi

(
αj +

∑
γjk ln pk

)
− λiβj

B(p) (lnx− ln a(p))2

ei = 1 +
µi

wi
(8)

eUij =
µij

wi
− δij (9)

ここで、δij は i = j のとき 1 をとる Kronecker delta である。

eCij = eUij + wjei (10)

図 21は、「米」、「パン」、「麺類」、「主食的調理食品」のそれぞれの主食カテゴリーにお
ける、年齢カテゴリー別、推計の Specification別の支出弾力性を示す。なお、ここでの
弾力性は、推計モデルにおける各変数の各年齢カテゴリー内の加重平均値により計算して
いる。支出総額 xの内生性を考慮するか否かは、特に米の支出弾力性の推計結果に大きな
影響を与えている。また、4つの主食カテゴリーの支出弾力性のレベルに着目すると、米

*18 α0 は識別できないため、各年齢カテゴリーにおける ln(x)の最小値を α0 とする。
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および麺類の支出弾力性は 1を大きく下回り、これらのカテゴリーは、主食の中における
必需品的位置づけであると解釈できる。パンの支出弾力性も 1を下回っている。主食的調
理食品の支出弾力性は 1を上回り、4つの主食カテゴリー内の贅沢品に位置づけられる。

図 21 支出弾力性

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注 1）グラフの横軸は年齢カテゴリーを示す。30：39歳以下、40：40代、50：50代、60：60代、70：70代、

80：80歳以上。
注 2）グラフの凡例は、表 9の 5つの Specificationに対応している。Spec.1以外は、すべて QUAIDSによ
る推計値である。FIESは家計調査（Family Income and Expenditure Survey)の略。

次に、価格弾力性の推計結果を確認する。ここでは、米の価格情報として CPIを用い
た Spec.3による推計結果から、年齢カテゴリーによる価格弾力性の特徴を整理する*19。
図 22 の 8 つのグラフのうち、左側の 4 つが非補償価格弾力性、右側の 4 つが補償価格
弾力性の推計結果である。はじめに、価格変化による所得効果も含めた弾力性である非
補償価格弾力性のグラフを確認する。図 22の左上のグラフが米に対する 4つの主食カテ
ゴリーの非補償価格弾力性をまとめたものである。同グラフの下軸には、左から順に米、
パン、麺類、主食的調理食品が並んでいる。さらに、それぞれのカテゴリーの上には 30、

*19 Spec.3以外の推計結果は付録 Aを参照。
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40、50、60、70、80と記されており、これらは年齢カテゴリーを表す。例えば、左上の
米のグラフについて、下軸が米および 30に該当する棒グラフは、39歳以下における米の
非補償自己価格弾力性の値を示している。すなわち、米の非補償自己価格弾力性として、
年齢カテゴリー別の値が 6つの棒グラフとして並べられている。米の隣がパン、麺類、主
食的調理食品であり、こららのカテゴリーの価格が変化した際の米の需要量の変化（非補
償交差価格弾力性）を表す。
次に、効用水準を一定とした場合の価格変化による影響をとらえた補償価格弾力性の推
計結果を確認しておこう。図 22の右上のグラフが米に対する 4つの主食カテゴリーの補
償価格弾力性をまとめたものである。米に対し、パンの交差価格弾力性はマイナス、麺類
は 40歳以上ではプラス、主食的調理食品はプラスとなっている。ただし、主食的調理食
品以外の交差価格弾力性の値は非常に小さく、パンや麺類と米の間の代替・補完関係の度
合いは小さいことを示唆している。さらに、補償価格弾力性に関する 4 つのグラフから
読み取れることは以下の通りである。4つのカテゴリーの補償自己価格弾力性を比較する
と、米の自己価格弾力性は他の 3つのカテゴリーに比べ極めて小さい値であることが分か
る。これは、第 1節で『家計調査』の公表データから確認した「米の価格上昇期において
も購入数量が減少していない」現象と整合的である。さらに、米価格の他の 3カテゴリー
に対する交差価格弾力性の値から、米の価格上昇が他の主食カテゴリーの需要に及ぼした
影響が限定的である点も確認できる。一方で、パンと主食的調理食品の間の代替性が高い
という特徴も確認できる。
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図 22 非補償価格弾力性（左）補償価格弾力性（右）：Spec.3

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）xの IVとして世帯所得および世帯員数を用いた QUAIDSによる推計結果。米の価格情報として CPIを
使用。
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3.3.2 補償変分 (Compensating Variation, CV)
Deaton and Muellbauer (1980)による AIDSの（対数）間接効用は下記の通りである。

ln v(p, x) = lnx− ln a(p)
B(p)

Banks, Blundell, and Lewbel (1997)による QUAIDSへの拡張は、AIDSの間接効用
ln v と新たな価格関数 λ(p) =

∑
λi ln pi の調和平均として以下の間接効用関数を仮定し

ている。

lnV (p, x) =
[(

lnx− ln a(p)
B(p)

)−1

+ λ(p)
]−1

(11)

lnxについて整理すると、

lnx =
B(p) lnV (p, x)

1− lnV (p, x)λ(p) + ln a(p).

対数間接効用を uとすると、支出関数は次の式になる。

lnE(u,p) = B(p)u
1− uλ(p) + ln a(p). (12)

ここで、基準時点を 0、比較時点を 1の添え字で表す。効用 u0 を固定し、新たな価格
水準 p1 における支出関数を lnE(u0,p1)とすると、補償変分 (CV )は以下の式で定義さ
れる。

CV = E(u0,p1)− E(u0,p0) (13)

本稿における補償変分の推計では、急激な米の価格上昇による家計の厚生変化に着目す
るため、基準時点を 2022年 1月とし、米の価格水準のみを 2025年 2月時点の値に変化さ
せる仮想的な状況を想定している。米の価格情報として、CPI、家計調査による属性別・
単価指数の 2つを用いる*20。図 23は、横軸に E(u0,p0)を縦軸に CV をプロットしたも
のである。左側のグラフが米の価格情報として CPIを使用したもの (Spec.3)、右側のグ
ラフは家計属性別・米の単価を用いた推計結果 (Spec.5)である。それぞれのグラフに描
かれた 120の点が、年齢、等価消費、地域で分割された 120のグループに対応している。

*20 米の価格情報として SRI+を用いた結果は、CPIの結果との差が小さいため結果は掲載していない。
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CV は、E(u0,p0)すなわち x0、米の支出シェア、米の価格変化 ∆ ln p1 と正の関係が
あるため、図 23の散布図は、右上がりの形状となる。また、Spec.3における縦方向への
年齢のばらつきは、年齢カテゴリーによる米の支出シェアの違いを反映している*21。さ
らに、120のグループ別の米の単価情報を反映した Spec.5のグラフにおいて高齢世帯の
CV が上昇しているのは、2022年 1月から 2025年にかけての単価上昇が高年齢世帯で顕
著であったことを反映している（図 18を参照）*22。以上の結果は、需要システムの推計
から人々の厚生評価を行う際、使用する価格情報の選択が結果に大きく影響する点を示唆
している。

図 23 E(u0, p0)とCV：Spec.3 vs. Spec.5

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）各点の値については、付録 Bを参照

*21 あくまで近似であるが、lnE(u0, p) に関し、(u0, p0) を基準とし、対数価格 ln pi を微小に変化さ
せる 1 次の Taylor 展開を考えると、lnE(u0, p) ≈ lnE(u0, p0) +

∑4
i=1

∂ lnE
∂ ln pi

∆ ln pi。ここで、
∂ lnE
∂ ln pi

=
(
∂ lnE
∂E

) (
∂E
∂pi

)(
∂pi

∂ ln pi

)
= 1

E0
hipi = wi。米の価格のみを変化させるので、lnE(u0, p1) ≈

lnx0 + w1∆ ln p1。
*22 図 18において、最も単価の上昇が最も大きい年齢カテゴリーは 39歳以下であるが、39歳以下では米の
支出シェアが低い。
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4 結論
本稿は、2024 年夏以降に観測された米価格の急騰を題材に、(i) スキャナーデータ

（SRI+）に基づく価格変化の特徴付け（価格帯・品質／銘柄構成・容量の影響の整理、
UVPIおよび時間ダミー・ヘドニック（TDH）による指数作成）と、(ii)『家計調査』個
票データに基づく需要体系（AIDS/QUAIDS）の推計を組み合わせ、主食間の代替関係
と家計厚生（補償変分：CV）への影響を評価した。
第一に、SRI+に基づく事実整理から、米価上昇は価格帯によって進行の仕方が異なり
うることが確認された。価格上昇の初期局面では相対的に低価格帯の上昇が先行し、分布
のばらつき（標準偏差）や歪度も時間とともに変化する。したがって、平均価格だけでは
捉えにくい「どの価格帯が先に上がったか」という局面情報を、分布の動きとして併せて
把握することが重要である。
第二に、価格指数の取り方によって、米価高騰の評価は大きく変わり得る。SRI+から
構成される容量単価指数（UVPI）は、公式 CPIと比べて上昇開始が早く、高騰期の水準
も高い一方で、サンプル期間ではピーク後に低下する動きも示した。UVPIは簡便である
反面、品質差・容量効果・販促等の影響を受けやすい。したがって、TDHのように属性
をコントロールした指標と併用し、価格指標間の整合性を点検することが望ましい。
第三に、需要体系推計の結果、主食 4カテゴリー（米・パン・麺類・主食的調理食品）
のうち、米は自己価格弾力性が相対的に小さく、また米とパン／麺類の交差価格弾力性も
総じて小さいことが示唆された。すなわち、米価上昇局面においても、米需要の数量調整
や他主食へのシフトによって負担が十分に相殺されにくい可能性がある。一方で、パンと
主食的調理食品の間には相対的に強い代替性が確認されるなど、代替構造にはカテゴリー
間で濃淡がある。
第四に、米価格のみを高騰後の水準に置き換える反実仮想により CVを推計すると、負
担は単一の代表世帯に集約されず、年齢・等価消費・地域といった属性によって分布を持
つことが可視化される。また、米の価格系列として CPIと家計調査の属性別単価を用い
た場合で、CVの水準や分布が変化し得ることも確認された（SRI+を用いた結果は CPI
との差が小さい）。
以上の結果は、主食の中でも代替が弱い財の値上がりが、家計が行動で回避しにくい実
質所得ショックとなり得ること、負担の把握には平均ではなく分布（誰がどの程度負担す
るか）を重視すべきこと、そして政策評価・コミュニケーションに用いる価格指標の選択
（CPI、UVPI、ヘドニック等）が結論を左右し得ることを示唆する。従って、物価高対策
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や影響評価では、価格指標の整合性点検と、属性別の影響分布に基づく設計（給付・支援
のターゲティング等）が重要となる。
最後に、本稿の推定は、(i) ゼロ支出の生成メカニズム（コーナー解需要と購入頻度の
混合）、(ii) 価格系列の測定（品質・銘柄構成の変化、単価情報の欠損と補完、販促の影
響）、(iii) 総支出の内生性に対する仮定（IVの妥当性）に依存する。今後は、スキャナー
データ側での品質・銘柄シフトや価格帯の変化と、家計側の購入頻度・購入チャネルをよ
り直接に結び付け、「どの価格帯が上がり、誰がどの価格帯を買い、どのように調整した
か」を一体として識別することで、代替行動と厚生影響の推計精度を高める必要がある。
さらに、購入頻度と購入量を分けた動学的需要、栄養・健康アウトカムとの接続、地域別
の供給制約や在庫調整の導入、政策介入（備蓄放出、給付、学校給食支援等）の反実仮想
評価なども重要な拡張課題である。
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付録 A 推計 Specification別・価格弾力性

図 A1 AIDS

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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図 A2 QUAIDS

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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図 A3 QUAIDS + IV + SRI

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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図 A4 QUAIDS + IV + 属性別単価

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
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付録 B 家計属性別・補償変分

表 B1 家計属性別・CVの推計値（39歳以下, 40代, 50代)

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）表中の地域は、1:東京都、2:関東 3県 (埼玉県、千葉県、神奈川県）、3:近畿 3府県（大阪府、京都府、兵
庫県）、4:その他の都道府県。
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表 B2 家計属性別・CVの推計値（60代, 70代, 80歳以上)

データ出所）総務省『家計調査』調査票データより作成
注）表中の地域は、1:東京都、2:関東 3県 (埼玉県、千葉県、神奈川県）、3:近畿 3府県（大阪府、京都府、兵
庫県）4:その他の都道府県。
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